【職員用　認定前】

公務災害・通勤災害がおこったら

１　まずは医療機関へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

まずは負傷や疾病の治療を行うことが先決です。きるだけ早く医療機関の治療を受けてください。

受診の際は、公務（通勤）中の災害であることを伝え、共済組合員証は使用しないでください。
受診先は被災職員が自由に選択して差し支えありませんが、整骨院における脱臼又は骨折に対する施術については、応急処置を除いては柔道整復師限りで行うことはできず、医師の同意が必要となります。
医療機関を変更する場合、必ず「転医届」を提出してください。

ただし、医療上または勤務上の必要等の理由による転医は認められますが、恣意的な転医による重複診療は療養補償の対象となりません。
２　療養費の支払いは待ってもらってください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

公務（通勤）災害認定請求手続きを取る旨伝え、療養費の支払いを待ってもらってください。公務上の災害（通勤災害該当）と認定された後、地方公務員災害補償基金（以下「基金」という。）が医療機関に必要な療養の費用を支払います。
やむを得ず自己負担した場合は、職員が基金に対して請求を行うことになります。この際、医療機関で発行される領収証の原本が必要になりますので、大切に保管しておいてください。
３　診断書の発行を依頼してください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　公務災害認定請求の際、診断書が１通必要となります。

様式の定めはありませんので、医療機関で使用している診断書に次の内容について記載するよう依頼してください。

①傷病名（確定のみ、疑いは不可）　②療養見込み期間　　③初診日
認定用の診断書は同一傷病について１通のみが基金による支払対象となりますので、初診の医療機関で既に発行している場合は、転医先で新たに取得しないようご留意願います。

診断書料は、公務上災害（通勤災害該当）と認定された後、基金が医療機関に支払います。
４　公務（通勤）災害認定請求の手続き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
基金では、被災職員の方から公務災害（通勤災害）認定請求書等をご提出いただき、提出された書類に基づいて認定しています。公務災害（通勤災害）が発生したら、速やかに所属を通じて認定請求の手続きをお願いします。
地方公務員災害補償基金岩手県支部　℡019-629-5077
